
議案第１４１号 

甲賀市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の制定について

上記の議案を提出する。 

令和５年１２月１３日 

甲賀市長 岩 永 裕 貴 



甲賀市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

甲賀市国民健康保険税条例（平成１６年甲賀市条例第４６号）の一部を次のよう

に改正する。 

 第２３条に次の１項を加える。 

３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第５６条の８９第４項に

規定する出産被保険者（以下「出産被保険者」という。）が属する場合における

当該納税義務者に対して課する所得割額及び被保険者均等割額（第１項に規定す

る金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）

は、当該所得割額及び被保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に定める額を減額して得た額とする。 

（１） 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額 当該出産被

保険者につき第３条の規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、当該

出産被保険者の出産の予定日（地方税法施行規則第２４条の３０の５に定める

場合にあっては、出産の日。以下同じ。）の属する月（以下「出産予定月」と

いう。）の前月（多胎妊娠の場合にあっては、３月前）から出産予定月の翌々

月までの期間（以下「産前産後期間」という。）のうち当該年度に属する月数

を乗じて得た額 

（２） 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の被保険者均等割額 当

該出産被保険者につき第５条の規定により算定した被保険者均等割額（第１項

に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後の被保険者

均等割額）の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該

年度に属する月数を乗じて得た額 

（３） 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の所得割

額 当該出産被保険者につき第６条の規定により算定した所得割額の１２分の

１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗

じて得た額 

（４） 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税額の被保険

者均等割額 当該出産被保険者につき第７条の２の規定により算定した被保険

者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、そ

の減額後の被保険者均等割額）の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前



産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

（５） 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の所得割額 当該

出産被保険者につき第８条の規定により算定した所得割額の１２分の１の額に、

当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

（６） 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の被保険者均等割

額 当該出産被保険者につき第９条の２の規定により算定した被保険者均等割

額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合にあっては、その減額後

の被保険者均等割額）の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間

のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

第２４条の２の次に次の１条を加える。 

 （出産被保険者に係る届出） 

第２４条の３ 国民健康保険税の納税義務者は、出産被保険者が世帯に属する場合

には、次に掲げる事項を記載した届書を市長に提出しなければならない。 

（１） 納税義務者の氏名、住所、生年月日及び個人番号（行政手続における特

定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年法律第２７

号）第２条第５項に規定する個人番号をいう。以下同じ。） 

（２） 出産被保険者の氏名、住所、生年月日及び個人番号

（３） 出産の予定日

（４） 単胎妊娠又は多胎妊娠の別

（５） その他市長が必要と認める事項

２ 前項の届書の提出に当たり、当該納税義務者は、次に掲げる書類を添えなけれ

ばならない。 

（１） 出産の予定日を明らかにすることができる書類

（２） 多胎妊娠の場合には、その旨を明らかにすることができる書類

（３） 出産後に前項に規定する届出を行う場合には、出産した被保険者と当該

出産に係る子との身分関係を明らかにすることができる書類 

３ 第１項の規定による届出は、出産被保険者の出産の予定日の６月前から行うこ

とができる。 

４ 第１項の規定にかかわらず、市長が、当該出産被保険者について同項各号に規

定する事項及び第２項各号に規定する書類において明らかにすべき事項を確認す



ることができる場合は、第１項の規定による届出を省略させることができる。 

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後の甲賀市国民健康保険税条例の規定は、令和５年度分の

国民健康保険税のうち令和６年１月以後の期間に係るもの及び令和６年度以後の

年度分の国民健康保険税について適用し、令和５年度分の国民健康保険税のうち

令和５年１２月以前の期間に係るもの及び令和４年度分までの国民健康保険税に

ついては、なお従前の例による。 
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議案第１４１号参考資料 

甲賀市国民健康保険税条例新旧対照表

改正案 現行 

（国民健康保険税の減額） （国民健康保険税の減額） 

第２３条 （略） 第２３条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 国民健康保険税の納税義務者の世帯に地方税法施行令第５６条の８

９第４項に規定する出産被保険者（以下「出産被保険者」という。）

が属する場合における当該納税義務者に対して課する所得割額及び被

保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合に

あっては、その減額後の被保険者均等割額）は、当該所得割額及び被

保険者均等割額から、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各

号に定める額を減額して得た額とする。 

（１） 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の所得割額

当該出産被保険者につき第３条の規定により算定した所得割額の１

２分の１の額に、当該出産被保険者の出産の予定日（地方税法施行

規則第２４条の３０の５に定める場合にあっては、出産の日。以下

同じ。）の属する月（以下「出産予定月」という。）の前月（多胎

妊娠の場合にあっては、３月前）から出産予定月の翌々月までの期

間（以下「産前産後期間」という。）のうち当該年度に属する月数

を乗じて得た額 
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（２） 国民健康保険の出産被保険者に係る基礎課税額の被保険者均

等割額 当該出産被保険者につき第５条の規定により算定した被保

険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものとした場合に

あっては、その減額後の被保険者均等割額）の１２分の１の額に、

当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属する月数を乗

じて得た額 

（３） 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税

額の所得割額 当該出産被保険者につき第６条の規定により算定し

た所得割額の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間

のうち当該年度に属する月数を乗じて得た額 

（４） 国民健康保険の出産被保険者に係る後期高齢者支援金等課税

額の被保険者均等割額 当該出産被保険者につき第７条の２の規定

により算定した被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額す

るものとした場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）の

１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年

度に属する月数を乗じて得た額 

（５） 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の所得

割額 当該出産被保険者につき第８条の規定により算定した所得割

額の１２分の１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当

該年度に属する月数を乗じて得た額 

（６） 国民健康保険の出産被保険者に係る介護納付金課税額の被保

険者均等割額 当該出産被保険者につき第９条の２の規定により算

定した被保険者均等割額（第１項に規定する金額を減額するものと
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した場合にあっては、その減額後の被保険者均等割額）の１２分の

１の額に、当該出産被保険者の産前産後期間のうち当該年度に属す

る月数を乗じて得た額 

（出産被保険者に係る届出） 

第２４条の３ 国民健康保険税の納税義務者は、出産被保険者が世帯に

属する場合には、次に掲げる事項を記載した届書を市長に提出しなけ

ればならない。 

（１） 納税義務者の氏名、住所、生年月日及び個人番号（行政手続

における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

（平成２５年法律第２７号）第２条第５項に規定する個人番号をい

う。以下同じ。） 

（２） 出産被保険者の氏名、住所、生年月日及び個人番号 

（３） 出産の予定日 

（４） 単胎妊娠又は多胎妊娠の別 

（５） その他市長が必要と認める事項 

２ 前項の届書の提出に当たり、当該納税義務者は、次に掲げる書類を

添えなければならない。 

（１） 出産の予定日を明らかにすることができる書類 

（２） 多胎妊娠の場合には、その旨を明らかにすることができる書

類 

（３） 出産後に前項に規定する届出を行う場合には、出産した被保

険者と当該出産に係る子との身分関係を明らかにすることができる

書類 
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３ 第１項の規定による届出は、出産被保険者の出産の予定日の６月前

から行うことができる。 

４ 第１項の規定にかかわらず、市長が、当該出産被保険者について同

項各号に規定する事項及び第２項各号に規定する書類において明らか

にすべき事項を確認することができる場合は、第１項の規定による届

出を省略させることができる。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の甲賀市国民健康保険税条例の規定は、令和

５年度分の国民健康保険税のうち令和６年１月以後の期間に係るもの

及び令和６年度以後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和

５年度分の国民健康保険税のうち令和５年１２月以前の期間に係るも

の及び令和４年度分までの国民健康保険税については、なお従前の例

による。 



議案第１４２号 

甲賀市手数料条例の一部を改正する条例の制定について

上記の議案を提出する。 

令和５年１２月１３日 

甲賀市長 岩 永 裕 貴 



   甲賀市手数料条例の一部を改正する条例  

 甲賀市手数料条例（平成１６年甲賀市条例第４８号）の一部を次のように改正す

る。 

 別表第１を次のように改める。 

別表第１（第２条関係） 

  戸籍手数料 

区分 金額（円） 

戸籍の謄本若しくは抄本又は戸籍

証明書 

１通につき ４５０（多機

能端末機を利

用する場合に

あっては、３

５０） 

戸籍電子証明書提供用識別符号

（戸籍電子証明書提供用識別符号

の発行に係る戸籍電子証明書の請

求を行う者が同時に当該戸籍電子

証明書が証明する事項と同一の事

項を証明する戸籍の謄本若しくは

抄本又は戸籍証明書の請求を行う

場合を除く。） 

１件につき ４００

除かれた戸籍の謄本若しくは抄本

又は除籍証明書 

１通につき ７５０

除籍電子証明書提供用識別符号

（除籍電子証明書提供用識別符号

の発行に係る除籍電子証明書の請

求を行う者が同時に当該除籍電子

証明書が証明する事項と同一の事

項を証明する除かれた戸籍の謄本

若しくは抄本又は除籍証明書の請

１件につき ７００



求を行う場合を除く。） 

戸籍に記載した事項に関する証明 証明事項１件につき ３５０

除かれた戸籍に記載した事項に関

する証明 

証明事項１件につき ４５０

戸籍法（昭和２２年法律第２２４

号）第４８条第１項（同法第１１

７条において準用する場合を含

む。）の規定による届出若しくは

申請の受理の証明書、同法第４８

条第２項（同法第１１７条におい

て準用する場合を含む。）若しく

は第１２６条の規定による届書そ

の他市長の受理した書類に記載し

た事項の証明書又は同法第１２０

条の６第１項の規定による届書等

情報の内容の証明書 

１通につき ３５０（婚姻、

離婚、養子縁

組、養子離縁

又は認知の届

出の受理につ

いて、請求に

より法務省令

で定める様式

による上質紙

を用いる場合

にあっては、

１，４００） 

戸籍法第４８条第２項（同法第１

１７条において準用する場合を含

む。）の規定による届書その他市

長の受理した書類又は同法第１２

０条の６第１項の規定による届書

等情報の内容を表示したものの閲

覧 

１件につき ３５０

   付 則 

 この条例は、令和６年３月１日から施行する。 
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議案第１４２号参考資料 

甲賀市手数料条例新旧対照表 

改正案 現行 

 （手数料）  （手数料） 

第２条 手数料の名称及び手数料の額は、次のとおりとする。 第２条 手数料の名称及び手数料の額は、次のとおりとする。 

 （１）～（３） （略）  （１）～（３） （略） 

 （４） 戸籍手数料 別表第１のとおり  （４） 戸籍手数料 別表第１のとおり 

 （５）～（２０） （略）  （５）～（２０） （略） 

別表第１（第２条関係） 別表第１（第２条関係） 

戸籍手数料 戸籍手数料 

区分 金額（円） 

戸籍の謄本若しくは抄本又は

戸籍証明書 

１通につき ４５０（多

機能端末機

を利用する

場合にあっ

ては、３５

０） 

戸籍電子証明書提供用識別符

号（戸籍電子証明書提供用識別

符号の発行に係る戸籍電子証

明書の請求を行う者が同時に

１件につき ４００ 

区分 金額（円） 

戸籍全部事項証明 

戸籍謄本 

１通につき ４５０

ただし、多

機能端末機

を利用する

場合にあっ

ては、３５

０円とす

る。 

戸籍個人事項証明 

戸籍抄本 

１通につき ４５０

ただし、多



2/3 

当該戸籍電子証明書が証明す

る事項と同一の事項を証明す

る戸籍の謄本若しくは抄本又

は戸籍証明書の請求を行う場

合を除く。） 

除かれた戸籍の謄本若しくは

抄本又は除籍証明書 

１通につき ７５０ 

除籍電子証明書提供用識別符

号（除籍電子証明書提供用識別

符号の発行に係る除籍電子証

明書の請求を行う者が同時に

当該除籍電子証明書が証明す

る事項と同一の事項を証明す

る除かれた戸籍の謄本若しく

は抄本又は除籍証明書の請求

を行う場合を除く。） 

１件につき ７００ 

戸籍に記載した事項に関する

証明 

証明事項１件につき ３５０ 

除かれた戸籍に記載した事項

に関する証明 

証明事項１件につき ４５０ 

戸籍法（昭和２２年法律第２２

４号）第４８条第１項（同法第

１１７条において準用する場

１通につき ３５０（婚

姻、離婚、

養子縁組、

機能端末機

を利用する

場合にあっ

ては、３５

０円とす

る。 

除籍全部事項証明 

除籍謄本 

１通につき ７５０

除籍個人事項証明 

除籍抄本 

１通につき ７５０

戸籍一部事項証明 １通につき ３５０

戸籍記載事項証明 証明事項１件につき ３５０

除籍一部事項証明 １通につき ４５０

除籍記載事項証明 証明事項１件につき ４５０

届出・申請受理証明 法務省令で定める様式 １

通につき 

１，４００

上記以外の様式 １通につ

き 

３５０

戸籍法（昭和２２年法律２２４

号）第４８条第２項（同法第１

１７条において準用する場合

を含む。）の書類の閲覧 

１件につき ３５０
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合を含む。）の規定による届出

若しくは申請の受理の証明書、

同法第４８条第２項（同法第１

１７条において準用する場合

を含む。）若しくは第１２６条

の規定による届書その他市長

の受理した書類に記載した事

項の証明書又は同法第１２０

条の６第１項の規定による届

書等情報の内容の証明書 

養子離縁又

は認知の届

出の受理に

ついて、請

求により法

務省令で定

める様式に

よる上質紙

を用いる場

合にあって

は、１，４

００） 

戸籍法第４８条第２項（同法第

１１７条において準用する場

合を含む。）の規定による届書

その他市長の受理した書類又

は同法第１２０条の６第１項

の規定による届書等情報の内

容を表示したものの閲覧 

１件につき ３５０ 

 

   付 則 

 この条例は、令和６年３月１日から施行する。 
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